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はじめに　URBACT 設立の経緯 1

　本章では、EU の都市再生プログラムの中で、衰退コミュニティ
の再生を中心に都市再生を実施してきた UPP、URBAN を経て設
立された URBACT に着目して分析を行う。
　都市間格差等により疲弊した地域を対象に、EU レベルで幅広い
分野での都市再生の支援が行われるようになったのは、1980 年代
後半からである。実験的取り組みであった UPPI（1989 〜 1993 年）
を皮切りに、UPP II（1995 〜 1999 年）、URBAN I（1994 〜 1999
年）、URBAN II（2000 〜 2006 年）が実施された。UPP I、UPP II、
URBAN では、各都市が申請し、補助金を受給することで都市再生
のための活動の支援を行うことが目的であった。 
　URBACT は、URBAN の成果と課題を EU レベルで共有するこ
とを目的に、URBAN II の実施期間中（2000 〜 2006 年）の 2002 年
に創設された。そもそも URBAN II は当初より都市再生の知識と経
験を都市間協力により共有することを目的のひとつに置いていた
が 1）、敢えてプログラムの実施期間中に情報交換のプラットフォー
ムに特化した URBACT を開始したのはなぜだろうか。岡部（2005）
は、都市政策担当の地域当局が東欧諸国の加盟に伴い予算制約が一
層厳しくなるという現状認識のもと、URBAN で培ってきた経験を
生かした新たな形の政策プログラムに可能性を見出したことを指摘
している。その際、URBAN が対象としてきた衰退地区や中小都市
だけでなく、より多様な政策課題に対応できる枠組みの再構築が必
要であったこと、都市単独ではなく効果が複数に及ぶことが期待さ
れる都市間ネットワークの形成により合理的な政策的意義を見出し

1�　本章の内容の多くは、和泉汐里、『EU の衰退コミュニティ再生政策における統
合的アプローチの質的変化に関する研究　URBACT III に着目して』、龍谷大学
大学院政策学研究科修士論文、2021 年、に依拠する。
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たこと、が推察される。
　政策形成の観点からは、テーマ別募集型から自発的組織化への転
換が見られる。例えば、UPP II では、事前に 10 のテーマを設定し

（例えば「歴史中心地区や衰退地区の再生。新規ビジネスを興す一方
で、既存の生業（近隣商店や手工業などの中小事業者）を強化する。
職業訓練、建物の修復、環境改善、治安の向上を同時に進める」や

「マイノリティに属する人々を社会的・経済的に取り込む。異なる主
体間のパートナーシップを確立し、市民参加を促進して、誰もが同
等に社会参加できる機会を与える」など、テーマごとに申請を募る
方法だった（岡部 2005）。結果的に、同様の課題を抱える諸都市の
実践の蓄積が見られる構図になっていた。URBACT は、EU 側か
ら課題を設定する方法から、都市間で能動的にネットワーク化を促
す仕組みに転じていると考えることができる。加盟諸都市のより主
体的な課題設定や現場が必要とする実践的なノウハウの交換を促す
意図があるものと推察される。

1　URBACT の概要

　URBACT はこれまで 3 期（第 1 期：2002 〜 2006 年、第 2 期：
2007 〜 2013 年、第 3 期：2014 〜 2020 年）にわたって実施されてい
る。どのフェーズも、都市再生に関する知識や経験を都市間で共有
することが目的となっている。また、URBACT Ⅲでは欧州委員会
が策定した「欧州 2020 戦略（Europe 2020 strategy）」が示す 5 つ
の目標（就業率、研究開発投資の GDP 費、温室効果ガスの排出削
減、教育水準、貧困削減）の実現に貢献することを掲げており、
URBACT Ⅲは欧州諸都市における成長・再生のプログラムとして
も重要な位置付けにある。
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　URBACT には、1）持続可能な都市政策と実践を統合的かつ参加
型の方法で管理するための都市の能力を向上させる、2）都市におけ
る持続可能な都市戦略やアクションプランのデザインを向上させ
る、3） 持続可能な都市開発のための統合計画の実施状況を改善す
る、4） あらゆるレベル（EU、国、地域、地方）の実務家や意思決
定者が、都市政策を改善するために、URBACT のテーマ別知識へ
のアクセスを増やし、持続可能な都市開発のあらゆる側面に関する
ノウハウを共有できるようにする、の 4 つの目標がある。

2　URBACT のテーマ変遷について

　URBACT ではネットワークが実施された際、事業内容に応じた
テーマが設定されている。本節では、URBACT Ⅰ、URBACT Ⅱ、
URBACT Ⅲのテーマの変遷から、移民を含む社会的弱者の包摂や
社会的弱者が集住する衰退コミュニティに関するテーマがどのよう
に変遷しているかを述べる。

（1）URBACT Ⅰについて
　URBACT Ⅰは 2000 年から 2006 年に実施され、29 カ国、274 都
市が参加している。URBACT Ⅰで設定されたテーマは、5 テーマ

（「市民参加」「経済活動と雇用」「社会的排除」「都市再生」「若年層
の包摂」）があり、合計 36 のネットワークが実施された。
　URBACT Ⅰで実施されたネットワークの中で、社会・経済・環
境的に衰退したエリアの再生を目的としているネットワークは、26
ネットワーク存在する。
　貧困エリアの空間再生や社会的包摂、交通アクセシビリティの改
善を目指した「REGENERA」や、文化遺産の活用による都市再生
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と社会的包摂を目指した「SURCH」など、支援のテーマは多岐に及
ぶ。テーマとしては「社会的排除」「経済活動と雇用」「都市再生」
などに集中しているが、5 つのネットワーク全てに衰退コミュニ
ティの再生に関するネットワークが設定されている。URBACT Ⅰ
は、衰退地域の再生を目的とした UPP や URBAN の特徴が強く引
き継がれているといえる。

（2）URBACT Ⅱについて
　URBACT Ⅱは 2007 〜 2013 年に実施され、29 カ国、約 400 都市
が参加している。都市が抱える課題として、9 テーマ（「貧困コミュニ
ティ」「低炭素都市」「都市再生」「積極的な包摂」「持続可能な生活の
質」「港湾都市」「イノベーションと創造性」「大都市圏ガバナンス」「人
的資源＆起業」）が設定され、合計 52 のネットワークが実施された。
　「貧困コミュニティ」の具体的テーマとして、高層住宅団地の再整
備を目的とした「Re-Block」や教育や就業支援を中心に衰退エリア
の再生を図る「Co Net」などがある。移民に対するサービスの改善、
起業支援を行なった「MILE」や、若者の雇用機会創出を目指した

「MY GENERATION」など、社会的排除の対象となり得る人々に着
目し、ソフト的な再生の強いネットワークも「積極的な包摂」の枠

（参考文献 6）を基に和泉（2021）が作成）

表 1-2-1　URBACT Ⅰのテーマとネットワーク
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内で展開された（阿部・的場 , 2014）。
　また、他のテーマにも衰退エリアを対象とした取り組みが含まれ
ている。例えば、「人的資源＆雇用」には衰退地区内の経済活性化を
図る「URBAMECO」が、「大都市圏ガバナンス」には衰退エリアに
おける都市計画プロセスの新たなアプローチを開拓する「NeT-
TOPIC」といった取り組みが含まれていた。

（3）URBACT Ⅲについて
　URBACT Ⅲは 2014 年から 2020 年に実施され、現在 EU 加盟国
と、ノルウェー、スイスの合計 30 カ国が参加している。URBACT
Ⅲでは、社会・経済・空間からの統合的都市開発を目指す「統合的
都市開発」、社会的・経済的な不平等をなくす「インクルージョン」、
地球温暖化を背景に持続可能な都市を目指す「環境」、都市計画プロ
セスの改善・向上を図る「ガバナンス」、地域経済の発展を図る「経
済」の 5 つのテーマ内に、合計 68 のネットワークが実施されている。
　「インクルージョン」のテーマ内には若者や移民が、「環境」のテー
マにはサーキュラーエコノミーや廃棄物など、テーマやネットワー

（参考文献 6）を基に和泉（2021）が作成）

表 1-2-2　URBACT Ⅱのテーマとネットワーク



49

第 2 章　URBACT のテーマの変遷に見る衰退コミュニティ再生の特徴

クの特徴を端的に示す「トピック」がハッシュタグとともに表記さ
れている。例えば、「インクルージョン」内で形成されたネットワー
ク「VITAL CITY」には「貧困」「健康」「優先的地区」「ソーシャ
ルエコノミー」という 4 つのトピックが設定されている。抽象化し
たテーマ群に対して、都市の課題や再生の方向性を具体化したもの
がトピックであるといえる。URBACT Ⅲではネットワークごとに
37 のトピックが設定されている。
　URBACT Ⅱから URBACT Ⅲへ移行する中で、テーマ数は 9 か
ら 5 へと減少した。衰退コミュニティの再生に関するネットワーク
は、移民や若者を対象とした雇用政策や教育支援など、ソフト的要
素の強い取り組みは「インクルージョン」のテーマに統合されてい
る。「統合的都市開発」のテーマにも、公共空間の改善を図ることで
衰退コミュニティの再生を目指す「MAPS」や「VITAL CITY」が
展開されている。
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（参考文献 3）を基に和泉（2021）が作成）

表 1-2-3　URBACT Ⅲのテーマとトピック
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3　小結

　UPP や URBAN の流れを受けて、URBACT Ⅰは衰退コミュニ
ティの再生を目的としたネットワークが形成された。URBACT Ⅱ
では、衰退コミュニティの再生に関するテーマは「貧困コミュニ
ティ」「積極的な包摂」「人的資源＆起業」へと分類された。
　URBACT Ⅲでは 5 つの大テーマと、トピックと呼ばれる小テー
マに分類された。衰退コミュニティに関する大テーマは「統合的都
市開発」「インクルージョン」「ガバナンス」などに大別されるが、

（参考文献 3）を基に和泉（2021）が作成）

表 1-2-4　URBACT Ⅲのテーマとネットワーク



52

第Ⅰ部　欧州・北米の社会的包摂を目指した都市政策

トピックの設定から、衰退コミュニティの再生に関しても「環境」
や「食」に関連した取り組みが実施されている。
　URBACT Ⅰ、URBACT Ⅱ、URBACT Ⅲには衰退コミュニティ
の再生に関するテーマが継続しており、UPP から続く重要なテー
マとして残っている。一方で URBACT Ⅱ以降、環境やエネルギー
に配慮したサステイナブルな成長を目指すネットワークが増加した
ことを背景に、URBACT Ⅲでは衰退コミュニティの再生とサステ
イナブルな成長を実現するためのネットワークが形成されている。
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（出典：和泉 2021）
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